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　第�３号様式中「平成」を削る。

　　　附　則

　この規程は、公布の日から施行する。

交 通 局 訓 令

川崎市交通局訓令第１号

　川崎市交通局職員安全衛生委員会規程の一部を改正す

る訓令を次のように定める。

　　平成22年３月31日

� 川崎市交通事業管理者　　　　　　　

� 　　交通局長　　小　林　　　隆　　

　　　川崎市交通局職員安全衛生委員会規程の一

　　　部改正

　川崎市交通局職員安全衛生委員会規程（昭和49年川崎

市交通局訓令第３号）の一部を次のように改正する。

　別表第１を次のように改める。

別表第１（第４条、第10条関係）

名称 委員長 副委員長 委員 書記

川崎市交通局

職員安全衛生

委員会

企画管理部長 労働組合副委

員長

庶務課長、管

理課長、運輸

課 長、 担 当

課 長（ 労 務

担当）、塩浜

営業所長、井

田営業所長、

鷲ケ峰営業所

長、労働組合

の推薦により

局長が任命し

た者７名

庶務課職員係

長

　別表第２を次のように改める。

別表第２（第４条関係）

名称 委員長 委員 書記

事業場職員安全

衛生委員会

事業場総括安全

衛生管理者

安全管理者、衛

生管理者、労働

組合又は各所属

長の推薦により

局長が任命した

者

若干名

　　　附　則

　この規則は、平成22年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

川崎市交通局訓令第２号

　川崎市交通局企業職員服務規程の一部を改正する訓令

を次のように定める。

　　平成22年３月31日

� 川崎市交通事業管理者　　　　　　　

� 　　交通局長　　小　林　　　隆　　

　　　川崎市交通局企業職員服務規程の一部を改

　　　正する規程

　川崎市交通局企業職員服務規程（平成18年交通局訓令

第１号）の一部を次のように改正する。

　目次を次のように改める。

目次

　第１章　総則（第１条～第７条）

　第２章　公務員倫理（第８条～第10条）

　第３章　服務心得（第11条～第25条）

　第４章　賞罰（第26条・第27条）

　第５章　非常心得（第28条・第29条）

　第６章　雑則（第30条・第31条）

　　附則

　�　第５条第４項を次のように改める。

４�　職員証を亡失し、又は損傷した場合は、職員証の再

交付手続をとり、再交付を受けなければならない。こ

の場合において、職員証を損傷したときは速やかに返

納しなければならない。

　第７条第１項中「職員と」を「公務員と」に改め、同

条第４項を次のように改める。

４�　き章を亡失し、又は損傷した場合は、き章の再交付

手続をとり、再交付を受けなければならない。この場

合において、所定の実費を弁償するほか、き章を損傷

したときは速やかに返納しなければならない。

　第11条の見出しを「（出勤情報の登録等）」に改め、同

条第１項を次のように改める。

第�11条　職員は、出勤時限までに出勤しなければならな

い。

　第11条第２項中「運転手」を「自動車運転手」に改め、

同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加

える。

２�　本庁舎に勤務する職員（以下「本庁舎勤務職員」と

いう。）の出勤処理については、次のとおりとする。

　⑴�　出勤時限までに出勤したときは、職員情報システ

ム（職員の勤務情報等を処理するための電子情報処

理組織で総務局人事部が所管するものをいう。以下

同じ。）における出勤情報の登録を自ら川崎市職員

ＩＣカード（以下「ＩＣカード」という。）により

行わなければならない。ただし、部長級以上の職に

ある者は、この限りでない。

　⑵�　ＩＣカードは、取扱いを慎重にし、他人に貸与し

てはならない。

　⑶�　記載事項に変更があった場合には、ＩＣカードを

提出し、書換えの手続をとらなくてはならない。

　⑷�　ＩＣカードを亡失し、又は損傷した場合は、ＩＣ

カードの再交付手続をとり、再交付を受けなければ

ならない。この場合において、所定の実費を弁償す

るほか、ＩＣカードを損傷したときは速やかに返納

しなければならない。

３�　本庁舎勤務職員以外の職員は、職員カードにより自
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ら出勤の記録に必要な所定の操作を行わなければなら

ない。ただし、部長級以上の職にある者は、この限り

でない。

　�　第12条の見出しを「（休暇申請等）」に改め、同条第

１項から第４項までを次のように改める。

　　�　年次休暇を受けようとする者は、年次休暇を受け

るための所要の手続をとり、承認を受けなければな

らない。

２�　病気休暇又は特別休暇を受けようとする者は、病気

休暇又は特別休暇を受けるための所要の手続をとり、

承認を受けなければならない。

３�　介護休暇を受けようとする者は、介護休暇を受ける

ための所要の手続をとり、承認を受けなければならな

い。

４�　組合休暇を受けようとする者は、組合休暇を受ける

ための所要の手続をとり、承認を受けなければならな

い。

　第12条第５項中「第１項及び第２項の規定」を「第１

項又は第２項の規定」に、「第１項及び第２項の願届書

にその事由をつけて届け出」を「その事由を付して第１

項又は第２項に規定する手続をとり、承認を受け」に改

め、同条第６項中「休暇願に記載する」を「休暇を申請

する際に付記する」に、「勤務時間等規程」を「川崎市

交通局企業職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程

（平成元年交通局規程第６号。以下「勤務時間等規程」

という。）」に改める。

　第13条第２項を次のように改める。

２�　欠勤は、前条の規定に準じて、所要の手続をとり、

承認を受けなければならない。この場合において、私

事の故障により出勤できない理由を書面で明らかにし

なければならない。

　第13条第３項中「出勤簿に押印」を「出勤情報の登録」

に改める。

　第14条を削る。

　第15条を次のように改め、同条を第14条とする。

　（出勤記録等の検査等）

第�14条　局長は、必要と認めるときは、総括出勤記録管

理者（川崎市交通局企業職員出勤記録整理規程（平成

13年交通局規程第17号。以下「規程」という。）第２

条第１項に規定する総括出勤記録管理者をいう。以下

同じ。）を通じて出勤記録管理者（規程第２条第２項

に規定する出勤記録管理者をいう。以下同じ。）に対

し出勤記録等の提出を求め、又は検査することができ

る。

２�　出勤記録管理者は、職員情報システムにおける電子

計算機の映像面への表示により毎月職員の勤務状況を

調査記録し、確定処理を行うとともに、第12条第６項

に規定する医師の診断書又は書面について、総括出勤

記録管理者を通じて、局長に提出しなければならな

い。ただし、営業所の出勤記録管理者は、毎月職員の

勤務状況を調査記録し、出勤状況報告書により、局長

に報告するものとする。

３�　局長は、必要と認めるときは、その都度出勤記録管

理者に対し、出勤状況の報告を求めることができる。

　第16条の見出し中「願届書等」を「書面」に改め、同

条中「庶務課長」を「局長」に、「出勤簿管理者」を「出

勤記録管理者」に、「第22条」を「第21条」に、「願届書

等」を「書面」に改め、同条を第15条とする。

　第17条を第16条とし、第18条を第17条とする。

　第19条中「時間外等勤務命令簿により」を「所要の手

続をとり、」に改め、同条ただし書を削る。

　�　第20条を第19条とし、第21条を第20条とし、第22条

を第21条とする。

　�　第23条第１項中「職免願を提出し」を「所要の手続

をとり」に、「出勤簿」を「出勤記録」に、「職免願の

提出」を「その手続」に改め、同条第２項中「職免願

の提出」を「前項の規定による手続」に改め、同条に

次の１項を加え、同条を第22条とする。

３�　第12条第６項の規定は、第１項の場合に準用する。

　�　第24条を第23条とし、第25条を第24条とする。

　�　第26条第２項を次のように改め、同条を第25条とす

る。

２�　退職、異動その他の理由により専用の機械器具が不

要となった場合は、遅滞なく返納しなければならない。

　�第27条を第26条とし、第28条から第30条までを１条ず

つ繰り上げる。

　�　第６章中第31条の前に次の１条を加える。

　（職員情報システム等による処理）

第�30条　この訓令の規定により行うこととされている人

事管理事務について、職員情報システム、旅費管理シ

ステム（職員の出張及び旅費に関する事務を処理する

ための電子情報処理組織で総務局人事部労務課が所管

するものをいう。）及び文書管理システム（公文書の

作成、管理等を行うための電子情報処理組織で総務局

情報管理部行政情報課が所管するものをいう。）（以下

「職員情報システム等」という。）を利用することが

できる場合は、原則として、職員情報システム等によ

り行うものとする。

２�　この訓令の規定により作成することとされている書

類については、当該書類に記載すべき事項を記録した

電磁的記録（職員情報システムによる情報処理の用に

供されるものをいう。）をもって代えることができる。

　様式目次を次のように改める。
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様式目次

様式番号 名　　称 関係条文

１ 住居届 第４条

２ 履歴事項変更届 第４条第２項

３ 職員証 第５条

４ 職員き章 第７条

５ 川崎市職員ＩＣカード 第11条第２項

６ 出勤状況報告書 第14条第２項

７ 職務専念義務免除承認

　　　　　　　　申請書

営利企業等従事許可

第22条第２項、

第23条

８ 職務専念義務免除承認書営

利企業等従事許可書

第22条第２項、

第23条

　第１号様式を次のように改める。
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第１号様式 
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　第４号様式を削り、第５号様式を第４号様式とし、同様式に次の様式を加える。

第５号様式 

 

 

 

川 崎 市 職 員 Ｉ Ｃ カ ー ド 

 

 

 

 

 

（氏名 カナ   ） 

（職員コード ８桁） 

  縦  ５．４センチメートル 

  横  ８．５５センチメートル 

  地色 白 

第６号様式から第１２号様式までを削り、第１３号様式を第６号様式とし、

同様式の次に次の２様式を加える。 
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第７号様式 

押   印   欄 

職務専念義務免除承認   

営 利 企 業 等 従 事 許 可
申請書 

  年  月  日 

交通局長  様 

所 属            

職 名            

氏 名          印 

次のとおり申請します。 

根 拠  

名 称 勤務先又

は営業所 所在地 

地 位   

職務の内

容及び責

任 度 

  

事業の内

容 
  

 
報 酬  

 
 

期 間  

理 由   

所属長の

意 見 
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第８号様式 

 

職務専念義務免除承認書
  

営利企業等従事許可書 
第     号 

申請年月日   年  月  日 

所 属           

職 名           

氏 名          様 

根 拠  

名 称 勤 務 先

又 は 営

業 所 所在地 

地 位   

職 務 の

内 容 及

び 責 任

度 

  

事 業 の

内 容 
  

 
報 酬  

 
 

期 間  

理 由   

このことについて、次の条件を付けて承認・許可します。 

  年  月  日 

交通局長          印 

条件 
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　第14号様式及び第15号様式を削る。

　　　附　則

　この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

病 院 局 規 程

川崎市病院局規程第１号

　川崎市病院局事務分掌規程の一部を改正する規程を次

のとおり制定する。

　　平成22年３月31日

� 川崎市病院事業管理者　秋　月　哲　史　　

 　　　川崎市病院局事務分掌規程の一部を改正

　　　する規程

　川崎市病院局事務分掌規程（平成17年川崎市病院局規

程第２号）の一部を次のように改正する。

　第３条の表総務部の部庶務課の項を次のように改める。

　　　　庶務課

　⑴�　看護師等の確保対策に関すること。

　⑵�　医療の安全管理等に関すること。

　　　　　庶務人事係

　⑴�　局内の連絡調整及び事務改善に関すること。

　⑵�　市議会に関すること。

　⑶�　病院事業管理者の秘書に関すること。

　⑷�　儀式及び交際に関すること。

　⑸�　公印の総括管理に関すること。

　⑹�　文書事務の総括に関すること。

　⑺�　条例、規程、告示、通達等に関すること。

　⑻�　人事及び服務に関すること。

　⑼�　人事評価に関すること。

　⑽�　職員の選考に関すること。

　⑾�　職員の研修に関すること。

　⑿�　非常勤嘱託職員に関すること。

　⒀�　臨時的任用職員に関すること。

　⒁�　行政組織に関すること。

　⒂�　職員定数に関すること。

　⒃�　他の主管に属しないこと。

　　　　　労務厚生係

　⑴�　給与の支給に関すること。

　⑵�　職員の福利厚生に関すること。

　⑶�　職員の労務管理及び安全衛生管理に関すること。

　⑷�　勤務条件及び労働協約に関すること。

　　　　　契約係

　⑴�　契約に関すること。

　第３条の表経営企画室の部第13号を同部第14号とし、

同部第７号から同部第12号までを１号ずつ繰り下げ、同

部第６号の次に次の１号を加える。

　⑺�　局内情報環境の整備、管理及び運用に関すること。

　第４条第１項の表中

「　⑴　医療の安全対策に関すること。

　　⑵�　院内感染対策に関すること。　」

を

「　⑴　感染対策に関すること。　　　」

に、

「　⑺　医療相談に関すること。　　　」

を

「　⑺　医療相談に関すること。

　　　　医療安全管理室

　　⑴�　医療の安全管理に関すること。」

に、

「　⑴　地域医療機関との連携に関すること。」

を

「　⑴　地域医療機関との連携に関すること。

　　　　臨床研究支援室		

　　⑴�　臨床研究の支援に関すること。　　」	

に改め、同条第２項の表中「安全対策」を「安全管理」

に、「院内感染対策」を「感染対策」に改める。

　第５条第７項中「理事、参事、主幹、課長補佐、主査」

を「担当理事、担当部長、担当課長、課長補佐、担当係

長」に改める。

　第６条第５項中「理事、参事、主幹、課長補佐及び主

査」を「担当理事、担当部長、担当課長、課長補佐及び

担当係長」に改める。

　第８条第１項中「理事、参事、主幹、課長補佐及び主

査」を「担当理事、担当部長、担当課長、課長補佐及び

担当係長」に改め、同条第３項及び第４項中「主幹」を

「担当課長」に改める。

　別表中

「

呼吸器外科

皮膚科

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　を

「

呼吸器外科

心臓血管外科

皮膚科

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。

　　　附　則

　この規程は、平成22年４月１日から施行する。

　　　───────────────────

川崎市病院局規程第２号

　川崎市病院局事務決裁規程の一部を改正する規程を次

のとおり制定する。

　　平成22年３月31日


